
第一五四回

閣第八九号

　　　自衛隊法及び防衛庁の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案

第一条　自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）の一部を次のように改正する。

　　目次中「第九章　罰則（第百十八条―第百二十三条）」を「第九章　罰則（第百十

八条―第百二十六条）」に改める。

　　第七十六条第一項中「わが国」を「我が国」に改め、「、国会の承認（衆議院が解

散されているときは、日本国憲法第五十四条に規定する緊急集会による参議院の承認。

以下本項及び次項において同じ。）を得て」を削り、同項ただし書を削り、同項に後

段として次のように加える。

　　　この場合においては、武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律（平成十四年法律第▼▼▼号）第九条の定めるところ

により、国会の承認を得なければならない。

　　第七十六条第二項を削り、同条第三項中「前項の場合において不承認の議決があつ

たとき、又は」を削り、同項を同条第二項とする。

　　第七十七条の次に次の一条を加える。

　　（防御施設構築の措置）

　第七十七条の二　長官は、事態が緊迫し、第七十六条第一項の規定による防衛出動命

令が発せられることが予測される場合において、同項の規定により出動を命ぜられ

た自衛隊の部隊を展開させることが見込まれ、かつ、防備をあらかじめ強化してお

く必要があると認める地域（以下「展開予定地域」という。）があるときは、内閣

総理大臣の承認を得た上、その範囲を定めて、自衛隊の部隊等に当該展開予定地域

内において陣地その他の防御のための施設（以下「防御施設」という。）を構築す

る措置を命ずることができる。

　　第八十六条中「第七十六条第一項」の下に「、第七十七条の二」を加える。

　　第九十二条の二を第九十二条の四とし、第九十二条の次に次の二条を加える。

　　（防衛出動時の緊急通行）

　第九十二条の二　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の自衛官は、

当該自衛隊の行動に係る地域内を緊急に移動する場合において、通行に支障がある

場所をう回するため必要があるときは、一般交通の用に供しない通路又は公共の用

に供しない空地若しくは水面を通行することができる。この場合において、当該通

行のために損害を受けた者から損失の補償の要求があるときは、政令で定めるとこ

ろにより、その損失を補償するものとする。

　　（展開予定地域内における武器の使用）

　第九十二条の三　第七十七条の二の規定による措置の職務に従事する自衛官は、展開

予定地域内において当該職務を行うに際し、自己又は自己と共に当該職務に従事す



る隊員の生命又は身体の防護のためやむを得ない必要があると認める相当の理由が

ある場合には、その事態に応じ合理的に必要と判断される限度で武器を使用するこ

とができる。ただし、刑法第三十六条又は第三十七条に該当する場合のほか、人に

危害を与えてはならない。

　　第百三条第二項中「基き」を「基づき」に改め、「、前項の規定の例により」を削

り、同条第三項を次のように改める。

　３　前二項の規定により土地を使用する場合において、当該土地の上にある立木その

他土地に定着する物件（家屋を除く。以下「立木等」という。）が自衛隊の任務遂

行の妨げとなると認められるときは、都道府県知事（第一項ただし書の場合にあつ

ては、同項ただし書の長官又は政令で定める者。次項、第七項、第十三項及び第十

四項において同じ。）は、第一項の規定の例により、当該立木等を移転することが

できる。この場合において、事態に照らし移転が著しく困難であると認めるときは、

同項の規定の例により、当該立木等を処分することができる。

　　第百三条第六項中「又は第二項」を「から第四項まで」に改め、同項を同条第十八

項とし、同条第五項中「前四項」を「前各項」に、「第七十六条第一項の規定により

自衛隊が出動を命ぜられた場合における施設の管理、土地等の使用、物資の保管命令、

物資の収用又は業務従事命令」を「第一項から第四項までの規定による処分」に改め、

同項を同条第十七項とし、同条中第四項を第五項とし、同項の次に次の十一項を加え

る。

　６　第一項本文又は第二項の規定による処分の対象となる施設、土地等又は物資を第

七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の用に供するため必要な事項

は、都道府県知事と当該処分を要請した者とが協議して定める。

　７　第一項から第四項までの規定による処分を行う場合には、都道府県知事は、政令

で定めるところにより公用令書を交付して行わなければならない。ただし、土地の

使用に際して公用令書を交付すべき相手方の所在が知れない場合その他の政令で定

める場合にあつては、政令で定めるところにより事後に交付すれば足りる。

　８　前項の公用令書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

　　一　公用令書の交付を受ける者の氏名（法人にあつては、名称）及び住所

　　二　当該処分の根拠となつたこの法律の規定

　　三　次に掲げる処分の区分に応じ、それぞれ次に定める事項

　　　イ　施設の管理　管理する施設の所在する場所及び管理する期間

　　　ロ　土地又は家屋の使用　使用する土地又は家屋の所在する場所及び使用する期

間

　　　ハ　物資の使用　使用する物資の種類、数量、所在する場所及び使用する期間

　　　ニ　取扱物資の保管命令　保管すべき物資の種類、数量、保管すべき場所及び期

間



　　　ホ　物資の収用　収用する物資の種類、数量、所在する場所及び収用する期日

　　　ヘ　業務従事命令　従事すべき業務、場所及び期間

　　　ト　立木等の移転又は処分　移転し、又は処分する立木等の種類、数量及び所在

する場所

　　　チ　家屋の形状の変更　家屋の所在する場所及び変更の内容

　　四　当該処分を行う理由

　９　前二項に定めるもののほか、公用令書の様式その他公用令書について必要な事項

は、政令で定める。

　10　都道府県（第一項ただし書の場合にあつては、国）は、第一項から第四項までの

規定による処分（第二項の規定による業務従事命令を除く。）が行われたときは、

当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。

　11　都道府県は、第二項の規定による業務従事命令により業務に従事した者に対して、

政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければならない。

　12　都道府県は、第二項の規定による業務従事命令により業務に従事した者がそのた

め死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となつたときは、政令

で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因

によつて受ける損害を補償しなければならない。

　13　都道府県知事は、第一項又は第二項の規定により施設を管理し、土地等を使用し、

取扱物資の保管を命じ、又は物資を収用するため必要があるときは、その職員に施

設、土地、家屋若しくは物資の所在する場所又は取扱物資を保管させる場所に立ち

入り、当該施設、土地、家屋又は物資の状況を検査させることができる。

　14　都道府県知事は、第一項又は第二項の規定により取扱物資を保管させたときは、

保管を命じた者に対し必要な報告を求め、又はその職員に当該物資を保管させてあ

る場所に立ち入り、当該物資の保管の状況を検査させることができる。

　15　前二項の規定により立入検査をする場合には、あらかじめその旨をその場所の管

理者に通知しなければならない。

　16　第十三項又は第十四項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。

　　第百三条第三項の次に次の一項を加える。

　４　第一項の規定により家屋を使用する場合において、自衛隊の任務遂行上やむを得

ない必要があると認められるときは、都道府県知事は、同項の規定の例により、そ

の必要な限度において、当該家屋の形状を変更することができる。

　　第百三条に次の一項を加える。

　19　第一項から第四項まで、第六項、第七項及び第十項から第十五項までの規定の実

施に要する費用は、国庫の負担とする。

　　第百三条の次に次の一条を加える。



　　（展開予定地域内の土地の使用等）

　第百三条の二　第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等の任務

遂行上必要があると認められるときは、都道府県知事は、展開予定地域内において、

長官又は政令で定める者の要請に基づき、土地を使用することができる。

　２　前項の規定により土地を使用する場合において、立木等が自衛隊の任務遂行の妨

げとなると認められるときは、都道府県知事は、同項の規定の例により、当該立木

等を移転することができる。この場合において、事態に照らし移転が著しく困難で

あると認めるときは、同項の規定の例により、当該立木等を処分することができる。

　３　前条第七項から第十項まで及び第十七項から第十九項までの規定は前二項の規定

により土地を使用し、又は立木等を移転し、若しくは処分する場合について、同条

第六項、第十三項、第十五項及び第十六項の規定は第一項の規定により土地を使用

する場合について準用する。この場合において、前条第六項中「第七十六条第一項

の規定により出動を命ぜられた自衛隊」とあるのは、「第七十七条の二の規定によ

る措置を命ぜられた自衛隊の部隊等」と読み替えるものとする。

　４　第一項の規定により土地を使用している場合において、第七十六条第一項の規定

により自衛隊が出動を命ぜられ、当該土地が前条第一項又は第二項の規定の適用を

受ける地域に含まれることとなつたときは、前三項の規定により都道府県知事がし

た処分、手続その他の行為は、前条の規定によりした処分、手続その他の行為とみ

なす。

　　第百十五条の二に次の二項を加える。

　３　消防法第十七条の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は

第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として新

築、増築、改築、移転、修繕又は模様替の工事を行つた同法第十七条第一項の防火

対象物で政令で定めるものについては、第七十六条第二項若しくは武力攻撃事態に

おける我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律第九条第十

項後段の規定による撤収（以下第百十五条の十七までにおいて単に「撤収」とい

う。）を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による命令が解除されるまでの間は、

適用しない。

　４　長官は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する防火対象物について、消防の

用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設の設置及び維持に関する基準

を定め、その他当該防火対象物における災害を防止し、公共の安全を確保するため

必要な措置を講じなければならない。

　　第百十六条に次の一項を加える。

　２　前項の部隊が第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた場合における麻薬

及び向精神薬取締法の規定の適用については、前項後段に規定するもののほか、当

該部隊が撤収を命ぜられるまでの間は、当該部隊の医師又は歯科医師は、麻薬施用



者とみなす。

　　第百十六条を第百十五条の三とし、同条の次に次の十八条を加える。

　　（墓地、埋葬等に関する法律の適用除外）

　第百十五条の四　墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）第四条

及び第五条第一項の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛

隊の隊員が死亡した場合におけるその死体の埋葬及び火葬については、適用しない。

　　（医療法の適用除外等）

　第百十五条の五　医療法（昭和二十三年法律第二百五号）の規定は、第七十六条第一

項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の規定により出動待機命令を受け

た自衛隊の部隊等が臨時に開設する医療を行うための施設については、適用しない。

　２　前項の医療を行うための施設は、医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第二十

四条第二項、歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）第二十三条第二項、診療

放射線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号）第二十六条第二項、歯科技工士

法（昭和三十年法律第百六十八号）第二条第三項ただし書及び第十八条ただし書、

採血及び供血あつせん業取締法（昭和三十一年法律第百六十号）第四条第一項ただ

し書、臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六

号）第二十条の三第一項、薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第五項

ただし書、第二十六条第三項、第四十六条第二項及び第四十九条第一項ただし書、

薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号）第二十二条ただし書並びに救急救命士

法（平成三年法律第三十六号）第二条第一項及び第四十四条第二項ただし書の規定

の適用についてはこれらの規定に規定する病院と、麻薬及び向精神薬取締法第五十

条の十六第一項第一号及び第二項の規定の適用については同条に規定する病院等と

みなす。

　　（漁港漁場整備法の特例）

　第百十五条の六　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の

二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が漁港漁場整備法（昭和二十五年

法律第百三十七号）第三十九条第一項の規定により許可を要する行為をしようとす

る場合における同条第四項の規定の適用については、撤収を命ぜられ、又は第七十

七条の二の規定による命令が解除されるまでの間は、同法第三十九条第四項中「協

議する」とあるのは、「その旨を通知する」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた漁港漁場整備法第三十九条第四項の通知を受け

た漁港管理者は、漁港の保全上必要があると認めるときは、当該通知をした部隊等

の長に対し意見を述べることができる。

　　（建築基準法の特例）

　第百十五条の七　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の

二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が行う破損した建築物の応急の修



繕又は応急仮設建築物の建築については、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一

号）第八十五条第一項本文及び第三項の規定を準用する。この場合において、同項

中「その建築工事を完了した後三月をこえて」とあるのは「自衛隊法（昭和二十九

年法律第百六十五号）第七十六条第二項若しくは武力攻撃事態における我が国の平

和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成十四年法律第▼▼▼

号）第九条第十項後段の規定による撤収を命ぜられ、又は同法第七十七条の二の規

定による命令が解除された後においても」と、「特定行政庁の許可」とあるのは

「当該撤収の命令又は命令の解除があつた後、速やかに特定行政庁に申請し、その

許可」と読み替えるものとする。

　　（港湾法の特例）

　第百十五条の八　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の

二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が港湾法（昭和二十五年法律第二

百十八号）第三十七条第一項又は第五十六条第一項の規定により許可を要する行為

をしようとする場合における同法第三十七条第三項（同法第五十六条第三項におい

て準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定の適用については、撤

収を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による命令が解除されるまでの間は、同

法第三十七条第三項中「とあるのは「港湾管理者と協議し」と、前項中「許可を

し」とあるのは「協議に応じ」」とあるのは、「とあるのは、「あらかじめ、その

旨を港湾管理者に通知し」」とする。

　２　前項に規定する自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の行

為であつて港湾法第三十八条の二第一項の規定により届出を要するものをしようと

する場合における同条第九項の規定の適用については、同項中「同項の規定による

届出の例により」とあり、及び「第四項の規定による届出の例により」とあるのは、

「あらかじめ」とする。

　３　前二項の規定により読み替えられた港湾法第三十七条第三項又は第三十八条の二

第九項の通知を受けた港湾管理者又は都道府県知事は、港湾の利用又は保全上必要

があると認めるときは、当該通知に係る部隊等の長に対し意見を述べることができ

る。

　４　港湾法第四十条第一項の規定は、第一項に規定する自衛隊の部隊等が応急措置と

して行う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　　（土地収用法の適用除外）

　第百十五条の九　土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第二十八条の三第一

項（同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定は、第七十六

条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による措置を命

ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の行為につい

ては、適用しない。



　　（森林法の特例）

　第百十五条の十　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の

二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う森林法（昭

和二十六年法律第二百四十九号）第十条の八第一項の規定により届出を要する立木

の伐採に対する同項の規定の適用については、同項中「伐採するには、農林水産省

令で定める手続に従い、あらかじめ」とあるのは「伐採したときは」と、「森林の

所在場所、伐採面積、伐採方法、伐採齢、伐採後の造林の方法、期間及び樹種その

他農林水産省令で定める事項を記載した伐採及び伐採後の造林の届出書を提出しな

ければ」とあるのは「その旨を通知しなければ」とする。

　２　森林法第三十一条の規定は、前項に規定する自衛隊の部隊等が応急措置として行

う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　３　第一項に規定する自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の

行為であつて森林法第三十四条第一項又は第二項の規定により許可を要するものを

しようとするときは、これらの規定にかかわらず、あらかじめ都道府県知事にその

旨を通知することをもつて足りる。

　４　前項の通知を受けた都道府県知事は、保安林の保全上必要があると認めるときは、

当該通知をした部隊等の長に対し意見を述べることができる。

　　（道路法の特例）

　第百十五条の十一　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の部隊等

が、破損し、又は欠壊している道路を通行するために応急措置として行う道路に関

する工事については、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第二十四条の規定に

かかわらず、同条本文の承認を受けることを要しない。この場合において、当該部

隊等の長は、当該道路に関する工事の概要を着手後速やかに当該承認の権限を有す

る者に通知しなければならない。

　２　前項前段に規定する自衛隊の部隊等が行う道路の占用に対する道路法第三十五条

の規定の適用については、撤収を命ぜられるまでの間は、同条中「道路管理者に協

議し、その同意を得れば」とあるのは、「同条第一項又は第三項の許可の権限を有

する者にあらかじめ同条第二項各号に掲げる事項を通知すれば」とする。

　３　道路法第九十一条第一項の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜら

れ、又は第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置

として行う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　４　前項に規定する自衛隊の部隊等が行う道路予定区域の占用に対する道路法第九十

一条第二項において準用する同法第三十五条の規定の適用については、徴収を命ぜ

られ、又は第七十七条の二の規定による命令が解除されるまでの間は、同法第九十

一条第二項において準用する同法第三十五条中「道路管理者に協議し、その同意を

得れば」とあるのは、「第九十一条第二項において準用する第三十二条第一項又は



第三項の許可の権限を有する者にあらかじめ同条第二項各号に掲げる事項を通知す

れば」とする。

　５　第二項の規定により読み替えられた道路法第三十五条又は前項の規定により読み

替えられた同法第九十一条第二項において準用する同法第三十五条の通知を受けた

者は、道路の管理上必要があると認めるときは、当該通知に係る部隊等の長に対し

意見を述べることができる。

　　（土地区画整理法の適用除外）

　第百十五条の十二　土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第七十六条第一

項の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条の二

の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構

築その他の行為については、適用しない。

　　（都市公園法の特例）

　第百十五条の十三　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条

の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が行う都市公園又は公園予定地

の占用に対する都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第九条（同法第二十三

条第三項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定の適用

については、撤収を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による命令が解除される

までの間は、同法第九条中「第七条各号に掲げる工作物」とあるのは「工作物」と、

「と公園管理者との協議が成立すること」とあるのは「があらかじめ公園管理者に

占用の目的、占用の期間、占用の場所及び工作物その他の物件又は施設の構造を通

知すること」とする。この場合において、同法第十一条（同法第二十三条第三項に

おいて準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。

　２　前項の規定により読み替えられた都市公園法第九条の通知を受けた公園管理者は、

都市公園の管理上必要があると認めるときは、当該通知に係る部隊等の長に対し意

見を述べることができる。

　３　都市公園法第十八条の規定に基づく条例の規定は、第七十六条第一項の規定によ

り出動を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部

隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　　（海岸法の特例）

　第百十五条の十四　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条

の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が海岸法（昭和三十一年法律第

百一号）第七条第一項、第八条第一項、第三十七条の四又は第三十七条の五の規定

により許可を要する行為をしようとする場合における同法第十条第二項（同法第三

十七条の八において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定の適

用については、撤収を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による命令が解除され

るまでの間は、同法第十条第二項中「協議する」とあるのは、「その旨を通知す



る」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた海岸法第十条第二項の通知を受けた海岸管理者

は、海岸の保全上必要があると認めるときは、当該通知に係る部隊等の長に対し意

見を述べることができる。

　　（自然公園法の特例）

　第百十五条の十五　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条

の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設

の構築その他の行為であつて自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）第十七

条第三項、第十八条第三項、第十八条の二第三項又は第二十条第一項の規定により

許可又は届出を要するものをしようとする場合における同法第四十条の規定の適用

については、同条第一項中「協議しなければ」とあるのは「その旨を通知しなけれ

ば」と、同条第三項中「これらの規定による届出の例により」とあるのは「あらか

じめ」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた自然公園法第四十条第一項又は第三項の通知を

受けた環境大臣又は都道府県知事は、自然公園の保護上必要があると認めるときは、

当該通知をした部隊等の長に対し意見を述べることができる。

　３　第一項に規定する自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の

行為が自然公園法第四十二条第一項の規定に基づく条例の規定により許可又は届出

を要することとされる場合における当該条例の規定の適用については、前二項の規

定の例による。

　　（道路交通法の特例）

　第百十五条の十六　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられた自衛隊の部隊等

が応急措置として行う防御施設の構築その他の行為であつて道路交通法（昭和三十

五年法律第百五号）第七十七条第一項の規定により許可を要するものに対する同項

の規定の適用については、撤収を命ぜられるまでの間は、同項中「の許可（当該行

為に係る場所が同一の公安委員会の管理に属する二以上の警察署長の管轄にわたる

ときは、そのいずれかの所轄警察署長の許可。以下この節において同じ。）を受け

なければならない」とあるのは、「にあらかじめ当該行為の概要を通知しなければ

ならない。この場合において、当該行為に係る場所が同一の公安委員会の管理に属

する二以上の警察署長の管轄にわたるときは、そのいずれかの所轄警察署長に通知

すれば足りる」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた道路交通法第七十七条第一項の通知を受けた警

察署長は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要が

あると認めるときは、当該通知をした部隊等の長に対し意見を述べることができる。

　３　第七十六条第一項の規定による防衛出動命令又は第七十七条の規定による出動待

機命令を受けた隊員が受けている都道府県公安委員会の運転免許に係る運転免許証



の有効期間及びその更新については、道路交通法第九十二条の二第一項から第三項

まで及び第百一条第一項の規定にかかわらず、政令で特別の定めをすることができ

る。

　　（河川法の特例）

　第百十五条の十七　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七条

の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が河川法（昭和三十九年法律第

百六十七号）第二十三条から第二十五条まで、第二十六条第一項、第二十七条第一

項、第五十五条第一項、第五十七条第一項、第五十八条の四第一項又は第五十八条

の六第一項の規定により許可を要する行為（同法第二十七条第四項に規定する一定

の河川区域内の土地における土地の掘削、盛土又は切土を除く。）をしようとする

場合における同法第九十五条（同法第百条第一項において準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）の規定の適用については、撤収を命ぜられ、又は第七十

七条の二の規定による命令が解除されるまでの間は、同法第九十五条中「国と河川

管理者との協議が成立することをもつて、これらの規定による許可又は承認があつ

たものとみなす」とあるのは、「これらの規定にかかわらず、国があらかじめ河川

管理者に当該行為をしようとする旨を通知することをもつて足りる」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた河川法第九十五条の通知を受けた河川管理者は、

河川の管理上必要があると認めるときは、当該通知に係る部隊等の長に対し意見を

述べることができる。

　　（首都圏近郊緑地保全法の適用除外）

　第百十五条の十八　首都圏近郊緑地保全法（昭和四十一年法律第百一号）第八条第一

項及び第三項の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七

十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う防

御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　　（近畿圏の保全区域の整備に関する法律の適用除外）

　第百十五条の十九　近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和四十二年法律第百三

号）第九条第一項及び第三項の規定は、第七十六条第一項の規定により出動を命ぜ

られ、又は第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措

置として行う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　　（都市計画法の適用除外）

　第百十五条の二十　都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四十二条第一項、第五

十二条の二第一項（同法第五十七条の三第一項において準用する場合を含む。）、

第五十三条第一項及び第六十五条第一項の規定は、第七十六条第一項の規定により

出動を命ぜられ、又は第七十七条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊

等が応急措置として行う防御施設の構築その他の行為については、適用しない。

　２　都市計画法第五十八条第一項の規定に基づく条例の規定は、前項に規定する自衛



隊の部隊等が応急措置として行う防御施設の構築その他の行為については、適用し

ない。

　　（都市緑地保全法の特例）

　第百十五条の二十一　第七十六条第一項の規定により出動を命ぜられ、又は第七十七

条の二の規定による措置を命ぜられた自衛隊の部隊等が応急措置として行う防御施

設の構築その他の行為であつて都市緑地保全法（昭和四十八年法律第七十二号）第

五条第一項の規定により許可を要するものをしようとする場合における同条第八項

後段の規定の適用については、同項後段中「協議しなければ」とあるのは、「その

旨を通知しなければ」とする。

　２　前項の規定により読み替えられた都市緑地保全法第五条第八項の通知を受けた都

道府県知事は、緑地の保全上必要があると認めるときは、当該通知をした部隊等の

長に対し意見を述べることができる。

　　第百十六条の二を第百十六条とし、第百十六条の三第二項中「ととのえる」を「調

える」に改め、同条を第百十六条の二とする。

　　第百十六条の四中「及び第二項並びに」を「から第四項まで、第六項、第七項及び

第十項から第十五項まで、第百三条の二、」に、「第百三条第三項において準用する

災害救助法第二十三条の二第二項及び第三項、第二十三条の三、第二十四条第五項並

びに第二十九条」を「第百十五条の十第四項」に、「事務は」を「事務（第百十五条

の十第四項の規定により処理することとされているもののうち民有林に係るものにあ

つては、森林法第二十五条第一項第一号から第三号までに掲げる目的を達成するため

の指定に係る保安林に関するものに限る。）は」に改め、同条を第百十六条の三とす

る。

　　本則に次の三条を加える。

　第百二十四条　第百三条第十三項（第百三条の二第三項において準用する場合を含

む。）又は第十四項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同

項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者は、二十万円以下の罰金

に処する。

　第百二十五条　第百三条第一項又は第二項の規定による取扱物資の保管命令に違反し

て当該物資を隠匿し、毀棄し、又は搬出した者は、六月以下の懲役又は三十万円以

下の罰金に処する。

　第百二十六条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、

その法人又は人の業務に関し前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第二条　防衛庁の職員の給与等に関する法律（昭和二十七年法律第二百六十六号）の一

部を次のように改正する。

　　第三条第一項中「以下「出動」を「第十二条第二項において「出動」に改める。



　　第十五条を次のように改める。

　　（防衛出動手当）

　第十五条　自衛隊法第七十六条第一項の規定による出動（以下「防衛出動」とい

う。）を命ぜられた職員（政令で定めるものを除く。）には、この条の定めるとこ

ろにより、防衛出動手当を支給する。

　２　防衛出動手当の種類は、防衛出動基本手当及び防衛出動特別勤務手当とする。

　３　防衛出動基本手当は、防衛出動時における勤労の強度、勤務時間、勤労環境その

他の勤労条件及び勤務の危険性、困難性その他の著しい特殊性に応じて支給するも

のとする。

　４　防衛出動特別勤務手当は、防衛出動時における戦闘又はこれに準ずる勤務の著し

い危険性に応じて支給するものとする。

　５　防衛出動基本手当が支給される職員には、第十四条第一項の規定にかかわらず、

単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当及び管理職員特別勤

務手当は、支給しない。

　６　第十四条第二項において準用する一般職給与法第十一条の九第一項第三号の規定

の適用については、防衛出動を命ぜられた日の前日において同号の規定に該当して

いた職員で、前項の規定の適用がないとしたならば同日後も引き続き単身赴任手当

の支給要件を具備することとなるものは、防衛出動手当を支給されている間、同号

の規定に該当するものとみなす。

　７　前各項に定めるもののほか、防衛出動基本手当及び防衛出動特別勤務手当の額そ

の他防衛出動手当の支給に関し必要な事項は、政令で定める。

　　第二十七条第二項中「単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当」を「単身赴任手当、

管理職員特別勤務手当及び防衛出動手当」に、「宿日直手当及び管理職員特別勤務手

当」を「宿日直手当、管理職員特別勤務手当及び防衛出動手当」に、「航空手当」を

「特殊勤務手当、特地勤務手当、管理職員特別勤務手当、防衛出動手当、航空手当」

に、「、営外手当」を「及び営外手当」に改め、「、特殊勤務手当、特地勤務手当及

び管理職員特別勤務手当」を削る。

　　第三十条を削り、第三十条の二を第三十条とする。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ

当該各号に定める日から施行する。

　一　第一条中自衛隊法本則に三条を加える改正規定　公布の日から起算して三月を経

過した日

　二　附則第三項の規定　自然公園法の一部を改正する法律（平成十四年法律第▼▼▼

号）の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日



　三　附則第四項の規定　薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の一部を改正する

法律（平成十四年法律第▼▼▼号）の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか

遅い日

　（地方自治法の一部改正）

２　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。

　　別表第一自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）の項中「及び第二項並びに」

を「から第四項まで、第六項、第七項及び第十項から第十五項まで、第百三条の

二、」に、「第百三条第三項において準用する災害救助法第二十三条の二第二項及び

第三項、第二十三条の三、第二十四条第五項並びに第二十九条」を「第百十五条の十

第四項」に、「事務」を「事務（第百十五条の十第四項の規定により処理することと

されているもののうち民有林に係るものにあつては、森林法第二十五条第一項第一号

から第三号までに掲げる目的を達成するための指定に係る保安林に関するものに限

る。）」に改める。

　（自然公園法の一部を改正する法律の一部改正）

３　自然公園法の一部を改正する法律の一部を次のように改正する。

　　附則中第八条を第九条とし、第七条を第八条とし、第六条を第七条とし、第五条の

次に次の一条を加える。

　　（自衛隊法の一部改正）

　第六条　自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）の一部を次のように改正する。

　　　第百十五条の十五第一項中「第十七条第三項、第十八条第三項、第十八条の二第

三項又は第二十条第一項」を「第十三条第三項、第十四条第三項、第二十四条第三

項又は第二十六条第一項」に、「第四十条」を「第十五条第三項ただし書又は第五

十六条」に、「同条第一項」を「同法第十五条第三項第一号中「第五十六条第一項

後段の規定による協議」とあるのは「自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）

第百十五条の十五第一項の規定により読み替えられた第五十六条第一項後段の規定

による通知」と、同法第五十六条第一項」に改め、同条第二項中「第四十条第一項

又は第三項」を「第五十六条第一項又は第三項」に改め、同条第三項中「第四十二

条第一項」を「第六十条第一項」に改める。

　（薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の一部を改正する法律の一部改正）

４　薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の一部を改正する法律の一部を次のよう

に改正する。

　　附則第一条第一号中「及び第二十四条」を「、第二十条（自衛隊法（昭和二十九年

法律第百六十五号）第百十五条の五第二項の改正規定中「採血及び供血あつせん業取

締法（昭和三十一年法律第百六十号）第四条第一項ただし書」を「安全な血液製剤の

安定供給の確保等に関する法律（昭和三十一年法律第百六十号）第十三条第一項ただ

し書」に改める部分に限る。）及び第二十五条」に改める。



　　附則中第二十四条を第二十五条とし、第二十条から第二十三条までを一条ずつ繰り

下げ、第十九条の次に次の一条を加える。

　　（自衛隊法の一部改正）

　第二十条　自衛隊法の一部を次のように改正する。

　　　第百十五条の五第二項中「採血及び供血あつせん業取締法（昭和三十一年法律第

百六十号）第四条第一項ただし書」を「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関す

る法律（昭和三十一年法律第百六十号）第十三条第一項ただし書」に、「薬事法

（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第五項ただし書」を「薬事法（昭和三十

五年法律第百四十五号）第二条第十一項ただし書」に改める。


